






【参考１】 各市町における実際の保険料(税)の推計について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【参考２】 住民一人あたりの保険料(税)の推計について 
 
 
 

県と市町の関係における推計は上記のとおりですが、住⺠から⾒た負担の増減の推計
をする必要があります。 

各市町が県への納付⾦の必要額を確保し、独⾃の保健サービスを継続するために住⺠
からいただく保険料(税)にどのくらい増減があるのかを推計しました。 

今回の制度改正に伴って県は、制度が変わることによる増額が⽣じた場合は全て補て
んすることとしました。 

その結果、集めなければならない保険料(税)が増える市町はなく、29市町全ての負担
が減少する結果となりました（資料№２参照）。 

上記のように市町が県に納付⾦を納めるために被保険者（国保加入者）からいただく
べき保険料(税)の額は、各市町それぞれで平成28年度に集めた⾦額より少なくてよいこ
とになります。 

 

一方で県全体での被保険者（国保加入者）の数は約2万1千⼈程度減少すると予想さ
れています。 

また、医療の⾼度化や患者の⾼齢化に伴い、県全体での医療給付費は約10億円の増
加傾向にあります。被保険者（国保加入者）の減少が著しい市町においては、この影響
が大きくなる傾向があります。 

 

医療給付費は平成28〜30年度の2年間の県平均で、一人あたり6.17％（18,659円）
の負担増の推計となっています。 

 

その結果、⼀⼈あたりの保険料の推移を推計すると、平成 30年度において負担が増
える市町は17減る市町は12となりました。 

この増分については、制度改正の有無に関わらず想定されるものと考えられます。 


